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　本研究は，児童生徒を対象に喫煙防止教育を行い，児童生徒とその保護者の喫煙防止の認識及び行動の
短期的効果を明らかにすることを目的とした．対象となる340組の児童生徒には喫煙防止授業前・直後・
１か月後の３回，保護者には喫煙防止授業前・１か月後の２回，質問紙調査を行った.140組の児童とその
保護者の回答の解析の結果，心理社会的ニコチン依存度を示すKano Test for Social Nicotine Dependence 
(KTSND) youthにおける児童生徒の総得点(中央値)は，授業前4.0,直後2.0と有意に低下したが,１か月後3.0
となり，授業前との有意差はなくなった．保護者のKTSND総得点(中央値)は，授業前14.0,１か月後14.0と
差がなかった．しかし，児童生徒の57.1％，保護者の80.7％が喫煙防止リーフレットを読み，児童生徒の
19.3％，保護者の32.1％がタバコに関する話をした．禁煙を試行する，受動喫煙を減らす家族もおり，喫
煙防止教育は家族の喫煙行動を再考する契機になると考えられた．
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Ⅰ

　令和元 （2019）年国民健康・栄養調査報告１）によると，
習慣的な喫煙者（20歳以上）の割合は，男性27.1％，女性
7.6％であり，減少傾向にある．2017年度に行われた中高
生を対象とした全国調査２）によると，紙巻タバコ経験率
は，中学生男子，中学生女子，高校生男子，高校生女子の
順に，3.1％，2.1％，6.9％，3.3％，加熱式タバコ経験率は，
1.3%，0.9％，2.9％，1.4％，電子タバコ経験率は，2.4％，
1.7％，4.9％，2.1％であった．過去の調査３）に比べて紙巻
タバコの経験率は低いが，紙巻タバコ使用者と電子タバコ
使用者が異なる様子を示す等，加熱式や電子タバコ等の新
型タバコの流通に伴い，新たな課題も報告されている．
　子どもの喫煙は，健康への悪影響が大きいことが知られ
ており，子どもが容易に喫煙できないようタバコ代の値上
げ，法的規制等といった環境作りや家庭・学校における本
人の健康リテラシーが育まれるよう健康教育が重要にな
る．2008年～2018年までに報告されたわが国の児童生徒へ
の喫煙防止教育の効果を検討した報告４）では，授業直後に
児童生徒の知識や認識に効果がみられた．しかし，時間の
経過につれて効果が減じている報告５） ６）７）もある．長期的
な効果についての報告では８），小学校で喫煙防止教育を受
けた群と受けなかった群の成人式時点での喫煙率におい
て，2014～2016年の調査時には有意差を認めた．しかし
2017～2019年の調査時には有意差がなくなり，新型タバコ
の有害性が教授されていない為，教育の急務を述べていた．
最近では，新型タバコの有害性を教授された子どもの教育
直後の評価の報告はあるが９），その後の縦断的な教育効果
について報告されたものはみられていない．
　児童生徒の喫煙に対する態度や行動には，性別，学年，周
囲の喫煙者の存在（受動喫煙の有無）による違いが報告され
ている．すなわち，学年が上がるほど喫煙を容認し，喫煙し
ていた10）．そして男子が女子よりも喫煙に肯定的で10），週３
回以上の受動喫煙の機会がある小・中学生が喫煙への関心
が高いことが報告されていた11）．
　さらに，児童生徒の喫煙防止授業が契機となり，保護者
の禁煙に貢献した報告12）13）があり，学校と家庭が連携した
喫煙防止教育が，学校のみで実施した場合より子どもの喫
煙を抑止している報告もあり14），喫煙防止教育の方法とし
て家庭との連携に期待される．しかし先行研究では子ども
の喫煙防止教育の評価対象者に保護者を含めたものは限ら
れており13），新型タバコが流通した今日の保護者の認識と
喫煙防止教育との関連については十分に明らかではない．
そこで本研究の目的は，児童生徒を対象に喫煙防止教育を
行い，児童生徒とその保護者の喫煙防止の認識及び行動の
短期的効果を明らかにすることである．

Ⅱ

　調査は，2019年６月～2020年２月に実施した．2018年３
月に北海道A市内小学校201校，中学校97校に本研究への
参加を打診する文書を送付した所，小学校３校，中学校６
校より返信があり，学校側から文書での同意を得た．その
後，新型コロナウイルス感染症流行により調査ができなく
なった学校もあった為，児童生徒３回，保護者２回の全て
の調査を遂行できた小学校１校（６年生），中学校２校（１
年生）からの340組（児童生徒・保護者ペア）を対象とした．

　この教育は，児童生徒が自身と周囲の人の健康を保持・
増進する目的のため，保護者の協力を得ながら，タバコが
心身に与える正しい知識を得て，非喫煙志向の認識を育
み，喫煙を防ぐ行動を選択することを目標とした．筆者と
禁煙外来勤務経験のある女性看護師の２名が非常勤講師と
なり，体育館で学年全体に正課時間割内の45～50分で授業
を行った．講話の内容は，タバコの健康影響（新型タバコ
を含む），タバコの広告，依存性，禁煙外来の情報であった．
そして演習として，非常勤講師が喫煙を誘う友人役を演じ，
その際の対処について児童生徒に考えてもらい，ロールプ
レイ形式で発表してもらった．そして，家庭でこの授業の
話をするよう児童生徒を促し，授業終了後に担任教諭を通
じて，授業内容を補足する児童生徒用，保護者用の喫煙防
止リーフレット（A４判１枚）を配布してもらった．すな
わち本研究の喫煙防止教育とは，学校での児童生徒への喫
煙防止授業に加え，子どもが授業の話題を家庭でしやすい
ようリーフレットを持ち帰り，保護者らとリーフレットを
読んだり，授業の内容を話合う等，家庭内での喫煙防止を
促す取り組みを含むものである．この教育の評価はⅡ―３
－３）喫煙防止教育の評価及び分析方法で後述する．

　児童生徒には授業前後と１か月後の３回，保護者（各家
庭１名）には授業前と１か月後の２回，無記名自記式質問
紙調査を行った．各校の養護教諭が研究協力者となり，担
任教諭を介して質問紙が喫煙防止授業前に児童生徒へ配布
された．その際，１つの大封筒には児童生徒用と保護者用
に同一の任意のID番号付きの質問紙が入った小封筒があ
り，保護者へは児童生徒を介して質問紙の配布と回収が行
われた．そして，児童生徒は，本人の自由意志で質問紙を
提出できるように，回収箱での質問紙提出を依頼した．
　児童生徒と保護者用の調査内容は以下の通りであった．
　児童生徒に対しては，（１）属性を「学年」，「性別」，

「周囲の喫煙者の有無と有る場合の属性」について選択式
で尋ねた．（２）喫煙に関する認識をKano Test for Social 
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Nicotine Dependence （以下KTSND） youth５）で尋ねた．こ
れは10項目，４段階で回答する質問紙（０～30点）で，高
得点ほどタバコに心理社会的依存傾向があることを示す．

（３）授業後に児童生徒及び保護者用の喫煙防止リーフレ
ットを読み/見せ，話しをしたか，そして話した場合には
その内容等を尋ねた．
　保護者に対しては，（１）属性の「続柄」を母親，父親，
祖母，祖父，その他から選択してもらい，「回答者の年齢」
を20代～60代以上で選択してもらった，（２）喫煙に関す
る認識は，KTSNDを用いた．９点以下が成人の正常範囲
である．（３）回答者本人及び同居家族の喫煙の有無，有
る場合にタバコ製品の使用内訳（紙巻，新型タバコ；加熱
式・電子タバコ・他）を選択してもらった，（４）子ども
から配付されたリーフレットを読み，話したか，そして児
童生徒同様に話した場合の内容等を尋ねた．

　喫煙防止教育の評価として，非喫煙志向の認識は
KTSND総得点で捉え，その得点が低下した場合，児童生
徒，保護者が授業の話題を家庭でした，そして喫煙を防ぐ
行動が現れた場合，教育の効果とした．喫煙を防ぐ行動の
具体例としては，能動喫煙をしない，減らす，やめる，受
動喫煙を避ける，減らす等とした．評価時期を１か月後と
短期間に設定した理由は，先行研究13）を参考とし，行動す
る時間を確保できる，年度を跨がず，学校や対象者の調査
協力を得やすい為である．
　分析方法は，回答を数値化し，SPSS ver27.0を用いた．
まず，児童生徒の回答より，属性は度数分布を求め，調査
時期別にKTSND youth総得点を算出した．データの正規
性をヒストグラムで目視した．そして，属性（性別，学年，
周囲の喫煙者の有無）により総得点（中央値）に差がある
かMann-Whiteney検定を行った．授業前，直後，１か月
後のKTSND youth総得点をFriedman検定にて３群間で比
較した．有意水準５％未満の場合，事後検定にBonferroni
法を用いた．また，属性毎に層化し，同様の方法を用いた．
　保護者の回答より，属性は度数分布を求め，KTSND総
得点の分析に際しては，授業前，１か月後の２時点とも
同一の保護者が回答した場合に限定した． 調査時期別に
KTSND総得点を算出した．データの正規性をヒストグ
ラムで目視した．そして，属性（続柄，喫煙；有無）に
より総得点（中央値）に差があるか調査時点別にMann-
Whitney検定をした．可能な場合，属性毎に層化した．授
業前，１か月後の２群間でKTSND総得点をWilcoxonの符
号付順位和検定にて比較した．

　本研究は札幌医科大学倫理委員会で承認をうけ実施した
（承認番号30-2-56）．研究協力校の校長らに研究の趣旨を
文書で説明し，同意を得て調査を行った．調査は無記名で

行われ，個人の追跡は出席番号とは無関係のID番号で管
理し，児童生徒の参加は本人の自由意思であることを平易
な文書で説明した．また保護者にも研究の趣旨を文書で説
明し，文書で同意を得た．

Ⅲ

　対象は１小学校・２中学校の340組の児童生徒と保護者
であった．255組より質問紙の返送があった（回収率75％）．
そのうちKTSND youth及びKTSNDの全ての項目に回答
した140組（有効回答率41.2％）を分析の対象とした．

　児童（小６）が38名（27.1％），生徒（中１）が102名（72.9
％），男児69名（49.3％），女児69名（49.3％），無回答２名（1.4
％）であった．授業前の回答で，周囲に喫煙者がいる者が
80名（57.1％），いない者が59名（42.1％），無回答が１名（0.7
％）であった．周囲の喫煙者の属性（複数回答）では，父
親が50名（35.7％），母親が22名（15.7％），祖父が20名（14.3
％），祖母が８名（5.7％）であった．
　保護者の続柄は，授業前において，母親117名（83.6％），
父親22名（15.7％），無回答１名（0.7％）であった．年齢
は，20代１名（0.7％），30代19名（13.6％），40代107名（76.4
％），50代13名（9.3％）であった．喫煙防止授業前と１か
月後の２回の調査に同一保護者が回答した者は126名（90
％）であった．

　児童生徒の喫煙防止授業前，直後，１か月後の各時点に
おけるKTSND youth総得点（中央値）を全体，性別，学
年別，周囲の喫煙者有無別に表１に示した．全体では，授
業前が4.0，直後が2.0となり，有意に低下したが，１か月
後は3.0に上昇し，授業前と有意差がなかった．各時点に
おいて，性別（男子vs女子），学年別（小６vs中１），周囲
の喫煙者の有無別（有vs無）の２群間でMan-WhitneyのU
検定をした結果，有意差はなかった．また，性別，学年別，
周囲の喫煙者の有無別に層化しKTSND youth総得点を授
業前，直後，１か月後の３群間でFriedman検定をした結
果，女子，小６，中１，周囲に喫煙者有と無において，有
意差がみられた．事後検定Bonferroni法の結果，女子と小
６は全体と同様の傾向であり，授業前に比べて授業直後の
KTSND youth総得点が有意に低下したが，１か月後は授
業前と差がなかった．男子においては３群間で有意差はみ
られなかった．

．
　保護者の喫煙防止授業前，１か月後の各時点における
KTSND総得点（中央値）を全体，属性別に表２に示した．
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全体では，授業前が14.0，１か月後も14.0と差がなかった．
加えて，属性別では，母親と父親で層化し，KTSND総得点
をWilcoxonの符号付順位和検定を用いて授業前，１か月後の
２群間で比較した．その結果，有意差はなかった．また，授
業前，１か月後の各時点において，属性別（続柄；母親vs父親，
喫煙；有vs無）の２群間でMan-WhitneyのU検定をした．そ
の結果，続柄，喫煙の有無に有意差がみられ，いずれの時
点においても父親，喫煙有の群は有意に総得点が高かった．

　「喫煙防止リーフレットを読んだか」（表３）の問いに「は
い」と回答した児童生徒は80名（57.1％），保護者は113名

（80.7％）であった．「タバコの話をしたか」の問いに「はい」
と回答した児童生徒は27名（19.3％），保護者は45名（32.1
％）で，いずれも児童生徒よりも保護者の方が「はい」の

割合が高かった．

　保護者のうち，回答者自身が喫煙者は，授業前では25名
（17.9％）で，１か月後では，23名（16.4％）であった．後
者のタバコ製品の使用内訳は，紙巻タバコのみ使用が10名

（7.1％）新型タバコのみ使用が９ 名（6.4 ％），デュアルユ
ーザーが４名（2.9％） であった（表４）．
　喫煙行動の変化として，禁煙を試行した２名（8.7％），
受動喫煙を減らすようにした３名（13.0％），本数を減ら
した４名（17.4％），変化無し14名（60.1％）であった．同
居家族の喫煙者のうち，禁煙外来を受診した１名（2.5％），
受動喫煙を減らすようにした４名（10.0％），本数を減ら
した３名（7.5％），変化無し33名（82.5％）であった．

授業前 P値１） 授業直後 P値１） １か月後 P値１） P値２） P値３） P値４） P値５）

全体（n=140） 4.0
（2.0, 8.0）

2.0
（0.0, 6.0）

3.0
（1.0, 7.0） ― ＜.000 .001 .028 .972

性別

　男子（n=69） 5.0
（1.5, 8.0）

.233

3.0
（0.0, 6.5）

.495

4.0
（1.0, 7.5）

.305
.172

　女子（n=69） 4.0
（2.0, 6.0）

2.0
（0.0, 5.0）

3.0
（1.0, 7.0） ＜.000 .002 .019 1.00

学年

　小６ （n=38） 4.0
（1.75, 8.0）

.931

1.0
（0.0, 5.25）

.590

3.0
（1.0, 6.0）

.961
.001 .007 .015 1.00

　中１（n=102） 4.5
（1.75, 8.0）

2.0
（1.0, 6.0）

3.0
（1.0, 7.0） .032 .057 .550 .930

周囲の喫煙者

　有（n=80） 4.0
（2.0, 8.0）

.827

2.0
（1.0, 6.0）

.754

3.0
（1.0, 7.0）

.669
.010 .053 .053 1.00

　無（n=59） 5.0
（1.0, 8.0）

2.0
（0.0, 5.0）

3.0
（1.0, 6.0） .007 .017 .808 .293

１） Man-WhitneyのU検定；授業前, 直後，１か月後の各時点におけるKTSND youth総得点を性別（男子vs女子）， 学年別（小６vs中１），周囲の喫煙者別（有
vs無）の２群間で比較した．

２） Friedman検定；全体，及び性別（男子/女子）, 学年別（小６/中１），周囲の喫煙者別（有/無）で層化し，KTSND youth総得点を授業前，直後，１
か月後の３群間で比較した． 

３）事後検定Bonferroni法　調整済P値　KTSND youth総得点　授業前-授業直後
４）事後検定Bonferroni法　調整済P値　KTSND youth総得点　授業直後-１か月後
５）事後検定Bonferroni法　調整済P値　KTSND youth総得点　授業前-１か月後 

授業前 P値１） １か月後 P値１） P値２）

全体（n=126） 14.0（11.0, 17.0） ― 14.0（11.0, 16.25） ― .157

属性
　母親（n=115） 14.0（11.0, 16.0）

.035
母親（n=115） 14.0（11.0, 16.0）

.017
.435

　父親（n=11） 18.0（13.0, 21.0） 父親（n=11） 16.0（14.0, 21.0） .720

喫煙
　有（n=20） 19.5（15.0, 21.0）

<.000
有 （n=19） 17.0（13.0, 21.0）

.017
―

　無（n=106） 13.0（10.0, 16.0） 無 （n=107） 14.0（10.0, 16.0） ―

１） Man-WhitneyのU検定；授業前, １か月後の各時点におけるKTSND総得点を属性（続柄；母親vs父親, 喫煙；有vs無）の２群間で比較した. 
２） Wilcoxonの符号付順位和検定;全体, 及び属性別（母親/父親）で層化し, KTSND総得点を授業前, １か月後の２群間で比較した. 
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Ⅳ

　児童・生徒が「周囲に喫煙者がいる」と回答した者が
58.8％であり，同じ北海道内で行った先行研究の６年生

（2012）５）の70.1％，中学生・高校２年生（2012）６）の61.0～
80.9％と比べて低かった．また，この結果は，同居家族ら
の近年の喫煙率の報告があった愛知県９）の小学校５・６年
生57.9％，和歌山県15）の小学校４～６年生51.2％，中学生
49.6％，高校生40.2％，そして千葉県11）の小学５年生と中
学生54.4％（50.0～61.1％） の報告に比べると同程度～やや
高かった．これは全国的な成人喫煙率の低下，先駆的な喫
煙対策の取り組み事例との比較が反映された結果と考えら
れた．そして，今回，児童生徒の中で喫煙する父親をもつ
者が35.7％，母親をもつ者が15.7％おり，これは先行研究９）

（父親26.0％，母親7.5％）に比べて高く，成人喫煙率が高
い北海道16）で実施した調査結果の現れと考えられる．１か
月後の調査において，対象者140名中，新型タバコのみ使
用は９名（6.4 ％），デュアルユーザーは４名（2.9％）と
低い割合だが，喫煙者23名でみると各39.1％，17.4％となり，
先行研究１）とはタバコ製品の分類が異なる為，一概に結果
を比較できないが「加熱式たばこ使用のみ（20.3％）」「紙
巻たばこ及び加熱式たばこ使用（6.4％）」に比べて高率で
ある．喫煙する保護者が健康を志向して紙巻タバコから新
型タバコの使用に置き換わっているならば，子どもと家族
の健康への影響がなおも懸念され，教授方法の工夫が必要
である．

　児童生徒において，喫煙防止授業前後のKTSND youth
総得点の変化から，授業直後には先行研究５）６）９） 17）と同様に
得点低下があり，授業直後には児童生徒の認識を通じて効
果がみられる結果となった．授業やリーフレット，健康や
体への有害性，喫煙しないことが良いことに気づく機会と
なり，将来の非喫煙意思をもつ契機となったことが推察さ
れた．しかし，１か月後には授業前と有意差がなくなった．
児童生徒の過半数には，周囲に喫煙者がおり，KTSNDの
得点から高い心理社会的ニコチン依存性をもつ保護者がい
る中で，児童生徒が新しく非喫煙志向となったとしてもそ
の認識を持ち続けることは難しいと考えられる．また，属
性毎に層化して分析した結果，男子においては授業後の変
化がなく，口腔保健教育を行った中島らの調査結果18）と同
様に，健康な男子の保健行動の認識を変容することは容易
ではない．性別を考慮した教授方法の工夫も必要となる．
　保護者においては，８割以上，母親が回答していた．授業
前の保護者のKTSND 総得点（中央値14.0）は，山形県19）に
おける育児期の母親のKTSND 総得点12.5（±5.2）の報告に
比べてやや高い結果であり，女性の喫煙率が高い地域16）で調
査された結果が反映されたと考えられる．堤らは13），小中学
生が喫煙防止授業を受けた保護者へ調査した結果，保護者の
55.6％が子どもからの話を聞き，行動変容した，すなわち「こ
の１か月でタバコに対して新たな心がけていることがある」
と回答した者が19.0％の結果であった．奥田らが12），高校生
を対象に喫煙防止授業後に調査した結果，講演内容を他者へ
話そうと思った者の割合は，男子が13.0％，女子が28.2％で
あった．今回，対象となった児童生徒の約６割，保護者の８

回答選択肢
喫煙防止リーフレットを読んだ タバコに関する話をした

児童生徒　n（％） 保護者　n（％） 児童生徒　n（％） 保護者　n（％）
は　い 80（57.1） 113（80.7） 27（19.3） 45（32.1）
いいえ 44（31.4） 26（18.6） 99（70.7） 92（65.7）
無回答 16（11.4） １ （0.7） 14（10.0） ３（2.1）

回答者　n（％）

タバコ製品の使用内訳

本人が喫煙者　　      23（16.4） 同居家族が喫煙する　40（28.6）
紙巻タバコのみ使用　10（ 7.1） ―
新型タバコのみ使用　９（ 6.4） ―
デュアルユーザー　　４（ 2.9） ―

回答選択肢（複数回答）
　本数を減らした ４（17.4） ３（ 7.5）
　禁煙を試行した ２（ 8.7） ―
　受動喫煙を減らすようにした ３（13.0） ４（10.0）
　その他 ２（ 8.7）   １（ 2.5）*
　変化無 14（60.1） 33（82.5）
　本数が増えた ― ―

*禁煙外来受診
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割がリーフレットを読み，児童生徒の２割，保護者の３割が
タバコに関する話をした．そして喫煙する保護者本人の約４
割，同居家族の約２割に受動喫煙を減らす，本数を減らす等
の行動レベルの変化を述べた．調査時期，学年，設問の違い
がある為，一概に結果を比較することはできないが，今回の
対象においても，先行研究12）13）と同程度に児童生徒が学校で
の喫煙防止授業を家庭に持ち帰り，保護者や同居家族の喫煙
行動に影響したと考えられる．また児童生徒と保護者の回答
割合を比較すると，保護者の方が，行動した割合を高く述べ
ており，子どもの教育活動への高い関心が伺われた．
　研究の限界として，子どもを介して保護者が質問紙を提出
する方法は，社会的な望ましさから保護者自身の喫煙行動を
過少評価することが考えられる．そして，回答者は喫煙防止
に積極的な態度をもつ人に偏った可能性がある．今後は，保
護者が直接，回答しやすいWeb調査等の方法を検討する．

Ⅴ

　本研究は，児童生徒を対象に喫煙防止教育を行い，児童
生徒とその保護者の喫煙防止の認識及び行動の短期的効果
を明らかにすることを目的として質問紙調査を実施した．
児童生徒と保護者の喫煙に対する認識を示すKTSND総得
点においては，統計学的な変化を認めなかった．しかし，
児童生徒を通じて家庭内に授業内容が伝わり，禁煙を試行
する，受動喫煙を減らす家族もおり，喫煙防止教育は家族
の喫煙行動を再考する契機になると考えられた．
　調査にご協力頂いた学校関係者の皆様，リーフレット内
容にご助言を頂いた加治正行先生（静岡社会健康医学大学
院大学参事）に感謝いたします．なお，本研究は文部科学
省科学研究費補助金（17K12352）による助成をうけて行
った．本研究に関して開示すべき利益相反はない．
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